
江津市の地域計画の策定と実行に向けて
～独自の人・農地施策の展開～

令和７年５月

江津市農林水産課
1

地域計画に関するWEB意見交換
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１ 江津市の紹介



20,977人 （令和７年３月末現在)

島根県の中央部のやや西寄りに位置

江津市
ごうつ

県央に位置

位置

人口

特徴
①80％が森林。広島県を源流とする江の川が

市の中央部を流れ、江の川やその支流に

沿って農地が点在

②まとまった農地は40ｈａが最大で、典型的な

中山間地域

③耕地面積585ha、基幹作物は水稲218ha

④有機農業を推進（耕地面積に占める有機

JAS面積の比率８％、全国８位）

令和６年６月にオーガニックビレッジ宣言

⑤農業算出額14億円

（県内12位、全国1,144位）
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２ 江津市の地域計画について
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１ 策定年月日 令和６年７月１日
２ 地区数 ９
３ 農地面積 ４３２ ha
４ 農業を担う者 ７４人
５ 担う者位置付け農地 ２３７ha

江津市の地域計画の概要

［参考］
・本市の担う者が位置付けられた農地の割合 ５５％

中国・四国ブロックの状況 ３９.９％



※1　概ね１ｈａ以上の耕作者
※2　エリアの対象農地面積に占める地域の農業を担う者の農地面積の割合

認定新規
就農者

その他
※1

合計

対象農地面積（ha）
地域の農業を担う者数（人）

(　　)は法人数

ブルー
ゾーン

グレー
ゾーン

レッド
ゾーン

合計
認定
農業者
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12

10（１）

8

52（2）

3（1）

6

1

9

0

2

0

0

3

5 74（13）

4（4）

3（3）

3（2）

4（3）

1

5（3）

5（４）

5（５）

1

17（11）

0

0

0

0

0 1

10（3）

17（4）

15（6）

12

7（5）

9（3）

4（2）

13（3）

0.3

49.7

4.7

13.5

0

13.4

0

18.1

40.3

2.2

24.7

116.9 432.2

74

31.7

5.8

12.9

7.9

55.1

11

58.5

25.8

4.6

3

37

63.9

6.7

小田・今田

32.4

58.5

市山・長谷

山の内

47.5

4.6

跡市・有福

江津西

松平・江津

26.9

90.1

まちづくり組織と農業の担
い手の連携による農地維
持

65%

33%

全域 55%

32%

86%

37%

66%

39%

61%

波積・都治

265.7

6.7

7.9

0

8.3

0

エリア名
エリア別
集積率
※２

川越 48%66.5

谷住郷

ビジョン

有機露地野菜等の拡大

水稲、有機農産物、茶、産
直野菜等多様な農業展開

高収益化・有機JASほ場の
拡大

担い手への農地集約と既
存農家の営農継続

有機葉物野菜の生産拠点

施設園芸の拠点化と稲作
の継続

担い手による水害回避作
物等の導入による営農継
続

担い手による水稲の低コス
ト化生産
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地域計画の９地区の状況について（R6.7.1時点）
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３ “人”施策について



既存の担い手と新たに“メガファーム”、“小さな担い手”を加えた
３階層の担い手で地域農業・農地を守る

“人”施策の概要

本市の重層的な担い手の確保（体制）

区分 担い手区分 現状・背景 役割 地域計画のカバー
範囲

新規 メガファーム（中
森農産）

・集落営農組織弱
体化による農地の
受け皿

・弱体化した担い
手や担い手以外の
農地の吸収による
規模拡大

・複数の地区

既存 認定農業者・
認定新規就農者
（既存制度）

・現状維持または
農地の分散化で規
模拡大に限界

・経営計画の実現
過程での規模拡大
（農地分散解消）

・単独地区内

新規 小さな担い手（概
ね１haの農業者）

・既存の担い手だ
けでは守れない

・既存の担い手が
参入できない農地
を維持

・地区内の集落内
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１ 農業機械や人材を有する農業法人の経営（継承）

２ まとまった農地（の確保）

３ 県・市の積極的な誘致活動

中森農産の参入

中森農産の会社概要

設立：平成29年２月 所在：埼玉県加須市
従業員：19人 経営作物：米、麦、大豆他 経営面積：300ha

本市への参入のきっかけ、ポイント
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R３.10 当市への視察・意見交換R３.8 県主催オンラインセミナー

場所：江津市内

中森農産の参入の経過①
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R5.10 同社と連携を進める県外法人へ
の調査・意見交換

場所：栃木県

R5.7 同社と市内農業法人等との

意見交換

場所：江津市内

中森農産の参入の経過②
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R７.２.5 同社との「中山間地農業の収益力向上に関する」連携協定の締結

・地域活性化起業人制度（総務省）に基づく協定締結

・中森農産の社員１人を本市に派遣（３年間を予定）

中森農産の参入

左から、市／河野参事、中村市長、中森農産／佐藤執行役員、中森社長

・連携項目

①有機農業の拡大

・有機米の実証と拡大

②担い手及び地域農業者との連携強化

・交流会や勉強会の開催
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R７.２.23 市内農業法人（農事組合法人）の経営継承と株式会社化

・後継者不在等で経営継続が困難な集落営農法人
（農事組合法人）の経営を継承、更に市内外の農地
集積による規模拡大を計画

※継承時（R7）30ha ⇒ 目標（R12）100ha

・R7.4に株式会社へ組織変更、旧法人の役員を経営
に参画させることで、地域との連携体制を維持

中森農産の参入

左から、佐々木監事、中森代表取締役、天野取締役、佐藤取締役

※新会社の役職名を記載

・有機米の栽培のスタート（２ha）

紙マルチ田植機の活用による雑草抑制

R7.5.9 江津市都治町地内

・有機米の比率を将来的に50％へ
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４ “農地”施策について
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ブルーゾーン：現在及び将来、担い手が守ることが可能な農地

グレーゾーン：担い手の参入課題を解消すれば、将来、担い手が守ることが可能な農地

レッドゾーン：現時点、将来ともに、担い手が守ることが困難な農地

波積・都治地区内の都治集落のゾーニング例

江津版“人・農地ゾーニング”

地域の合意 担い手の意向を優先

将来の農地の守り方を施策として描きやすい

＜担い手の参入のしやすさを３色で色分け＞

（合意を得ても実行でき
なかったケースも…）
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農用地利用協定の作成

・白地農地解消に向け、目標
地図のブラッシュアップ
・農家による耕作が困難に
なった農地が、速やか・確実
に担い手に集積される仕組み
づくり
・市他４者が、将来の耕作者
や集積目標等を明文化し共有

ブルーゾーン移行調整

・担い手の参入の支障を解消
し、ブルーゾーンへ

［参考］参入の支障
①除草作業
②水管理
③獣害柵の見回り
以上が非協力的な集落

④農業機械がすんなり入らな
い
⑤特定の担い手を指名

営農継続支援

・集落の自主的な取組や粗
放的な管理支援
・令和６年度から最適土地
利用総合対策（５年間）の
採択、活用
［概要］
①総事業費：47,452千円
②対象地区：策定した地域計画
９地区の内７地区
③内容：粗放的な農業利用の実
証対策他

グレーゾーンブルーゾーン レッドゾーン

ゾーニング”ごとの施策概要



ブルーゾーンでは、農地交換等により、担う者への農地集約を推進

（農業を担う者凡例）
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(株)川平みどり ※

支援センターめぐみ

（株）MOG-MOG

１ha以上農家A

１ha以上農家C

１ha以上農家B

ブルーゾーン グレーゾーン レッドゾーン

目標地図の作成

波積・都治地区内の都治集落の目標地図

※中森農産が経営継承（農地の全部継承）し、農事組合法人を株式会社化
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１．目的

当市が独自に定めた人・農地利用ゾーニングにおけるブルーゾーン内の耕作者が事故や高齢化などにより耕作が継続
不可能となった場合に、その農地を受託し、継続して耕作（維持管理含む）する者を定め、協定参加者で文書により確
認するもの

２．範囲 原則として、ブルーゾーン単位

３．協定参加者（それぞれについて、実名を記載（③～⑤は担当委員・職員等））
① 地元組織（農地所有者他）
② 地域内の農業を担う者（原則として地域計画に記された者）
③ 農業委員会
④ 農地中間管理機構（しまね農業振興公社）
⑤ 江津市

４．協定の作成
上記３の①②が中心になって、③～⑤の協力を得ながら話し合い、合意した内容を協定書（参考様式１）に記載

５．対象農用地面積及び集積目標
協定農地についての下限面積はなし。上記３の②「地域内の農業を担う者」が協定農地の相当部分を担うことが望

ましいが、集積割合についての下限割合はなし、協定ごとに可能な目標を設定

７．有効期間  原則５～１０年間

８．協定の認定 特に認定要件はなし（農業委員会で報告）

９．付属すべき資料
農用地利用計画（一筆毎に現行耕作者と目標年の耕作者を記載…参考様式２）、当該計画を地図化したもの

10. 地域計画との関係性      作成した農用地利用協定の内容は、地域計画（目標地図等）に反映

農用地利用協定の概要①



参考様式１ 農用地利用協定
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農用地利用協定の概要②



桜江江尾集落の「農用地利用協定」の締結の事例
圃場整備事業導入計画が担い手参入のインセンティブになり、白地農地の解消へ

R16（圃場整備後）R６（圃場整備前）

農用地利用協定の概要③
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参考様式２ 農用地利用計画

協
定
内
の
農
地
情
報
（
一
筆
毎
）

を
記
載

現
行
の
耕
作
者
を
記
載

目
標
年
の
耕
作
者
を
記
載

参考様式２農用地利用計画を地図化（左：現行年、右：目標年）
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５ 今後の取組みについて



23ご清聴ありがとうございました

１ 目標地図をベースにした農業者等との話合いの継続
⇒ 地域計画は、“住民対話”のためのきっかけ・ツール

２ 担い手の三層構造の維持・結びつき強化
⇒ メガファームとの連携体制（規模拡大サポート等）の構築

３ “白地農地”（将来の耕作者未定農地）の解消
⇒ 農用地利用協定の作成を通じた地権者及び耕作者との調整

今後の取組みについて
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